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長野市社会福祉協議会 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 重要事項説明書 

 

長野市社会福祉協議会の短期入所生活介護事業所は介護保険の指定を受けています。 

 

事業所の名称 指定番号 指定年月日 

鬼無里介護サービスセンターやすらぎ 2083400024 平成 17年４月１日 

大岡介護サービスセンターことぶき荘 2083000014 平成 17年４月１日 

 

当事業所は利用者に対して指定短期入所生活介護（指定介護予防短期入所生活介護）サービスを提供し

ます。事業所の概要や提供されるサービスの料金など、契約上ご注意いただきたいことを次のとおり説明

します。 

 

１ 事業者（法人）の概要 

事業者（法人）の名称 社会福祉法人長野市社会福祉協議会 

主たる事務所の所在地 長野市大字鶴賀緑町１７１４－５ 

代表者（職名・氏名） 会 長  西 島   勉 

設立年月日 昭和26年９月25日 

 

２ 法人の事業運営方針 

長野市社会福祉協議会（以下「社協」という。）は、福祉サービスの利用者の利益を保護し、地域の介

護サービス基盤の整備に寄与することにより、地域福祉の推進を図ることを目的として在宅福祉サービス

事業を実施します。 

在宅福祉サービスの実施に当たっては、社会福祉法及び介護保険法等の社会福祉関係法令の趣旨を尊重

し、利用者が居宅での日常生活を継続できるよう必要な支援を総合的に提供するものとします。 

これらの方針を実現するため、次のサービス目標を掲げてサービス提供を行います。 

◆ 社協は、利用者の在宅生活の継続を最優先します。 

◆ 社協は、利用者の意思を尊重します。 

◆ 社協は、介護者の負担の軽減を目指します。 

◆ サービスの提供に当たっては、関係市町村、地域包括支援センター・居宅介護支援事業者・ 

地域の保健・福祉・医療サービス事業者と密接な連携を図り、総合的なサービス提供に努め 

ます。 
 

３ 短期入所生活介護事業所の概要 

(1) 事業所の種類 

基準該当短期入所生活介護（単独型） 

基準該当介護予防短期入所生活介護（単独型） 

(2) 指定を受けている事業所の名称等 

 事業所の名称・所在地・管理者名・電話番号・FAX番号 

事業所の名称 所 在 地 管理者名 電話番号 FAX番号 

鬼無里介護サービスセンターやすらぎ 長野市鬼無里 160 番地 4 今井 ひろ子 256-2961 256-2961 

大岡介護サービスセンターことぶき荘 長野市大岡乙 3117 番地 本堂 浩之 266-2614 266-2155 

 

 



 

 ver.３.６短期入所 

2/10 

４ 事業の目的及び運営の方針 

 (1) 事業の目的 

指定短期入所生活介護（指定介護予防短期入所生活介護）の適正かつ円滑な運営管理を図るととも

に、利用者の意思及び人格を尊重し、要介護状態（要支援状態）の利用者の立場に立った適切なサー

ビスを提供することを目的とします。 

 (2) 運営の方針 

事業所は、高齢者等が要介護状態となった場合においても、その有する能力に応じ自立した日常生

活を営むことができるよう、また、介護予防対象者においては、介護予防を目的として入浴、排泄、

食事等の介護、その他日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより利用者の心身の機能の維持並

びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものとします。 

事業の実施に当たっては、関係市町村、居宅介護支援事業所、地域の保健・医療・福祉サービスと

の密接な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとします。 

 

５ 通常の事業の実施地域 

長野市の区域 

 

６ 営業日及び時間 

(1) 営業日及び営業時間 

営業日  ３６５日（年中無休） 

営業時間 ２４時間（送迎サービスは日中のみ対応） 

(2)  受付その他管理業務 

月曜日から金曜日の午前８時３０分から午後５時１５分 

 

７ 設備等 

施 設 名 等 
鬼無里介護サービスセンター

やすらぎ 

大岡介護サービスセンター 

ことぶき荘 

利 用 定 員 ９名 ９名 

事 務 室 １室 １室 

食 堂 １室 １室 

相 談 室 １室 １室 

一 般 浴 場 ２室 ２室 

特 別 浴 場 １室 １室 

静 養 室 ２室（多床室２） ９室（従来型個室） 
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８ 職員の体制 

施設名（                 ） 

職 種 職務の内容 
人  数 

やすらぎ ことぶき荘 

管理者 
事業所の従業者の管理及び業

務の管理を一元的に行う。 

１人（通所介護事業所

と兼務） 

１人（通所介護事業所

と兼務） 

医 師 

利用者の緊急対処として連絡

体制を確立する。（協力医療機

関の医師に委嘱） 

１人 長野市国民健

康保険鬼無里診療所

を協力医療機関とす

る。 

１人 長野市国民健

康保険大岡診療所を

協力医療機関とする。 

生活相談員 

利用の申し込みに関わる調

整、基準該当短期入所生活介

護計画の作成を行うとともに

自らも介護の提供に当たる。 

１人以上 １人以上 

介護員 
基準該当短期入所生活介護の

提供に当たる。 
常勤換算で３人以上 常勤換算で３人以上 

機能訓練指導員 

利用者の有する能力に応じ、

自立した日常生活を営むこと

ができるよう訓練を行う。 

１人以上 １人以上 

 

９ 提供するサービスの内容 

   短期入所生活介護は、利用者の心身の状態を的確に把握しつつ、その日常生活を営む上で必要と 

なる動作訓練等を計画的に実施するとともに介護者の疾病や冠婚葬祭又は事情により居宅において 

生活ができないときなど、利用者を一時的に預かり、家族の負担の軽減を図るほか、介護に関する相 

談に応じます。また、利用者の状況に即した自立支援の推進を図ります。 

(1) サービスの内容 

① 食事の提供（朝食・昼食・夕食） 

② 入浴の介助（一般浴・特別浴） 

③ 送迎の介助 

④ その他必要な日常生活上の世話 

なお、 基準該当短期入所生活介護は次に該当する行為を行いません。 

① 医療行為（健康状態を把握する為に行う行為等を除く。） 

② 事業の提供に必要とならない行為 

 

10 サービスの料金 

(1) サービス料及び介護保険利用者負担金（利用料） 

通常、介護保険からの給付対象となる場合、サービス料の１割相当分が、利用者負担金（利用料）

となります。 
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○基準該当 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 報酬単位表（１日当たり） 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 
※ 制度の改正等により、サービス料や利用料の変更等があった場合は、速やかに変更された金額に
改めるとともに利用者にお知らせいたします。 

 

≪利用料金の計算について≫ 

 利用者にご負担いただく料金は負担割合証に応じて下記のとおりの計算方法により算出します。 

区 分 
単位数 

従来型個室多床室 

利用日数 1～30日 31～60日 61日以降 

基
本
サ
ー
ビ
ス 

要支援１ 479 442 442 

要支援２ 596 548 548 

要介護１ 645 615 589 

要介護２ 715 685 659 

要介護３ 787 757 732 

要介護４ 856 826 802 

要介護５ 926 896 871 

加 
 

算 

サービス提供体制強

化加算（Ⅲ） 

当会事業所では７年以上の勤続年数のある

職員を 30%以上配置しているため加算 
6 

送迎加算 
利用者に対して送迎を行う場合 

 

(片道につき) 

184 

介護職員等処遇改善加

算（Ⅰ） 

介護職員の処遇改善に取り組む事業所を評

価する加算 
 

基本サービス費に各種

加算減算を加えた一月

の総単位数の 14.0％に

相当する単位数 

介護職員等処遇改善加

算（Ⅱ） 

介護職員の処遇改善に取り組む事業所を評

価する更なる加算 

 

基本サービス費に各種

加算減算を加えた一月

の総単位数の 13.6％に

相当する単位数 

個別機能訓練加算 

機能訓練指導員等が共同して、利用者ごと

に個別機能訓練計画を作成し、機能訓練を

実施した場合加算 

56 

若年性認知症利用者 

受入加算 

若年性認知症利用者ごとに個別に担当を定

め、その者を中心に当該利用者の特性やニ

ーズに応じたサービスを提供した場合加算 

120（1日につき） 

緊急短期入所受入加算 

利用者の状態や家族等の事情により、介護支

援専門員が、緊急に短期入所生活介護を受け

ることが、必要と認めた者に対し、居宅サー

ビス計画に位置付けられていない短期入所生

活介護を緊急に提供した場合加算 

（7 日を限度とするが、利用者の日常生活上

の世話を行う家族の疾病等やむを得ない事情

がある場合は 14日を限度） 

90（1日につき） 

口腔連携強化加算 

歯科専門職と連携し、訪問介護員等が口腔衛生

状態及び口腔機能の評価を行い、歯科医療機関

及びケアマネジャーに対し情報提供を行った場

合 

50(１月に１回限り) 
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【1 割負担の場合】 

（処遇改善加算等を含めた一月の総単位数） × (地域区分による単価） ＝ 費用総額 

※地域区分による単価…長野市 (介護予防)短期入所介護は 10.17 円 

（費用総額) × 90％ ＝ 保険請求額 

（費用総額）－（保険請求額）＝ 利用料金 

 

【2割負担の場合】 

（費用総額) × 80％ ＝ 保険請求額 

（費用総額）－（保険請求額）＝ 利用料金 

 

【3割負担の場合】 

（費用総額) × 70％ ＝ 保険請求額 

（費用総額）－（保険請求額）＝ 利用料金 

 

 

【計算例】  

要介護 1 多床室を 4日利用したときの利用料金 

 基本サービス費(645単位×4日)+サービス提供体制強化加算Ⅲ(6単位×4日)＝2,604単位 ① 

処遇改善加算Ⅱの単位数 2,604単位×13.6％＝354単位（小数点以下四捨五入処理）② 

総単位数   ①(2,604単位)＋②(354単位)＝2,958単位 

 費用総額   総単位数(2,958単位)×地域区分による単価(10.17円)＝30,082円 

 保険請求額  30,082円×90％＝27,073円 

 お客様ご負担金額 費用総額(30,082円)－保険請求額(27,073円)＝3,009円 

 ※費用総額以下の金額計算については、円未満切り捨て処理になっています。 

 

注) 

 身体的拘束等の適正化措置未実施の場合、高齢者虐待防止措置未実施の場合、業務継続計画未実施の

場合、それぞれ基本報酬から１％減算します。 

 

 (2) 介護保険利用者一部負担金（利用料）の減額及び減免について 

当事業所で受けることができる利用料の軽減及び減免制度については、次に掲げるものがあります。 

ただし、利用者の所得状況等により適用を受ける対象者が限定されます。 

イ. 生活保護受給者への介護扶助   ロ. 社会福祉法人による利用者負担の減額制度 

※ この他に長野市介護保険課では、高額介護サービス費等貸付事業を行っています。 

 

11 介護保険利用者負担金（利用料）以外の費用 

次の場合の費用は、利用者の負担になりますのでご了解ください。 

なお、利用者負担段階が第１段階から第３段階の利用者の滞在費、食費については、介護保険負担限

度額認定証に記載の負担限度額になります。 

(1) 滞在費  

○ 従来型個室 … １日当たり 1,300円をご負担いただきます。 

○ 多床室    … １日当たり 1,000円をご負担いただきます。 

(2) 食事の提供に要する費用       

１日（３食）当たり 1,950円（朝食 430円、昼食 760円、夕食 760円）をご負担いただきます。 

 (3) 洗濯に要する費用 

   1回当たり 400円をご負担いただきます。 

(4) 日常生活で必要になる物品等の諸費用  

日常生活で必要になる物品等の費用については、実費をいただきます。 
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(5) 記録の複写物等の交付 

サービスの記録等、社協が作成する書類で公開可能な書類の複写物の交付を希望される場合は、 

複写物１枚につき 30円（消費税込）をご負担いただきます。 

(6) 通常の事業実施区域以外の場所での送迎費 

長野市の区域外にお住まいの方で当事業所のサービスをご利用される場合は、送迎場所と利用され

る施設との距離１km当たり 10円(消費税込)をご負担いただきます。 

(7) その他  

当事業所のご利用に当たり、通常のサービスの範囲を超えて必要となる費用が生じた場合は、利用

者のご負担になります。 

 

12 キャンセル料 

  サービス提供予定日（利用予定日）の前日午後 5 時までに利用の中止のご連絡がない場合は、当日の

利用料相当額（利用者負担相当額）及び食事の提供に要する費用相当額をキャンセル料（取消料）とし

てご請求いたします。ただし、利用者の体調不良、病状の急変など、緊急やむを得ない事情がある場合

は、この限りではありません。 

 

13 利用料等の支払 

(1) サービスの利用料等については、毎月末にその月のご利用分を取りまとめ、社協の他のサービスの

利用料と合わせて、翌月の中旬頃にご指定の住所へ請求いたします。 

(2) 利用料のお支払については、原則として口座振替によるものとします。 

(3) 口座振替でお支払いただく場合は、請求書に記載の金額を毎月の 22 日（22 日が金融機関の休業日

のときは直後の最初の営業日）にご指定の口座から引き落としさせていただきます。 

 なお、領収書につきましては、指定の口座からの引き落とし金額を確認後、引き落とし月の翌月に

発行いたします。 

(4) 口座振替のお申込みは、事業所の担当職員にお伝えください。 

(5) 口座振替を利用されない方には、請求書に払込取扱票を同封いたしますので、お近くの郵便局でお

支払ください。 

(6) 利用料の請求については、社協介護サービス課経営戦略担当（225-0083）へお問い合わせください。 

(7) 期日までに利用料等をお支払いいただけない場合は、延滞金を請求させていただきますのでご承知

ください。（年 9.1%） 

 

14 サービスの提供方法 

(1)  相当期間（4 日以上）にわたり継続して入所することが予定される利用者については、利用者ご

とに短期入所生活介護サービス計画を作成し、その内容について利用者又はその家族に説明し、利用

者の同意を得た上でサービスを提供します。また、短期入所生活介護計画書を作成した際には利用者

に交付します。（相当期間未満の利用者については、心身の状況等を踏まえて、他の短期入所生活介護

計画を作成した利用者に準じて、必要な介護及び機能訓練等の援助を行います。） 

(2) サービスは、サービス提供日の前日午後 5 時までにご連絡いただければいつでも中止することがで

きます。この場合、キャンセル料はいただきません。 
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15 サービスの中止 

(1) 利用者の体調不良、病状の不安定な場合は、サービスの提供をお断りすることがあります。 

(2)  利用者の健康状態によって、予定されたサービスの変更又は取り止める場合があります。この場合

には、ご家族に連絡する等適切な対応をいたします。 

(3) サービスの提供を途中で中止した場合であっても、中止するまでの利用料、その他費用については、

請求いたします。 

 

16 守秘義務 

◆ 社協は、利用者等について知り得た情報については、厳重な管理を行い、第三者への漏洩を防止

する義務を負うものとし、契約の終了後においても継続するものとします。 

◆ 社協は、利用者へのサービス提供等正当な理由がある場合は、利用者及び家族の個人情報につい

て、サービス担当者会議等において必要な場合に使用します。また、緊急時や災害時等において、

利用者の生命及び身体の保護のため、情報を行政等に提供する場合があります。 

◆ 社協は、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成 17 年法律 124

号）に定める通報ができるものとし、その場合、社協は秘密保持義務違反の責任を負わないものと

します。 

 

17 緊急時の対応 

サービス提供中に利用者の病状の急変が生じた場合は、速やかに主治医又は事業所が定めた協力医療

機関に連絡する等の必要な措置を講じ、利用者の家族、代理人等に迅速に連絡します。なお、主治医等

への連絡が困難な場合は救急搬送する場合があります。 

 

18 事故発生時の対応 

(1) 利用者へのサービス提供により事故が発生した場合は、市町村、利用者の家族、利用者に係る居宅

介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

(2) 事故の状況及び事故に際して採った処置について記録します。 

(3) 利用者へのサービス提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

 

19 非常災害対策 

事業所は、防火管理について責任者を定め、非常災害に関する防災計画を作成し、非常災害に備える

ため、定期的に避難・救出等訓練を行います。また、訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られ

るよう連携に努めます。 

 

20 衛生管理等 

職員の清潔の保持及び健康状態の管理を行うとともに、利用者の使用する施設、食器その他の設備又

は飲用に供する水について、衛生的な管理に努め、衛生上必要な措置を講じます。また、事業所におい

て感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。 

(1) 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等

を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その結果

について、職員に周知徹底を図ります。 

(2) 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 
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(3) 事業所において、職員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実

施します。  

 

21 虐待防止に関する事項 

利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲げるとおり必要な措置を

講じます。 

(1) 虐待防止に関する担当者を選定します。 

(2) 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について職員に周知徹底を図

ります。 

(3) 虐待防止のための指針を整備します。 

(4) 職員に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施します。 

(5) サービス提供中に、当該事業所職員又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）による

虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。 

 

22 身体的拘束等廃止に向けての取り組み 

サービスの提供に当たり、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するためやむを得ない場合を

除き、身体的拘束等を行いません。緊急やむを得ず身体的拘束等を実施する場合は、利用者等及び代理

人に対し事前に説明を行い、実施状況等の記録を整備します。また、その廃止や身体的拘束等の適正化

を図るため、次に掲げる措置を講じます。 

(1)  身体的拘束等の適正化のため対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができ

るものとする。）をおおむね３月に１回以上開催し、その結果について、職員に周知徹底を図ります。 

(2)  身体的拘束等の適正化のための指針を整備します。 

(3)  職員に対して、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施します。 

 

23 業務継続計画の策定等 

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定短期入所生活介護（指定介護予防短期入所

生活介護）の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以

下「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

(1)  事業所は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に

実施します。 

(2) 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

24 その他 

(1) 次の行為は業務運営上、あらかじめお断り申し上げます。 

○ 職員へのお心付け等の金銭、物品、飲食等の贈与 

○ 施設内での宗教、政治及び営利活動 

○ 本サービス提供中に、他のサービスや用務を行うこと 

(2) 短期入所介護事業所の利用料が医療費控除の対象となる場合があります。詳細については、経営略

担当（２２５－００８３）へお問い合わせください。 

(3) 利用者等及び代理人が、以下のような行為を行った場合は契約を解除させていただく場合がありま

す。 
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ア 故意又は重大な過失により社協の信用・財産等を傷つけた場合 

イ 利用者又はその家族や代理人より、社協や本会職員に対して、本契約を継続し難いほどの精

神的、身体的に苦痛を感じさせる不信行為（本会職員や他の利用者に対する暴言・暴力行為等

並びにセクハラ行為等）が繰り返し行われた場合 

(4) 社協では、提供するサービスの第三者評価は実施していません。 

 

25 苦情対応 

社協では、サービスをご利用される皆様の苦情や要望について、誠意を持って対応し、サービスの改

善に努めてまいります。サービス内容や方法、利用料の請求等お気付きのことがございましたら何でも

結構ですのでご連絡ください。 

(令和 7 年 4 月 1 日現在) 

内   容（対応窓口） 電話番号 担当者（責任者） 備 考 

ショートステイ全般に関すること    

 鬼無里介護サービスセンターやすらぎ 256-2961 今井 広子  

 大岡介護サービスセンターことぶき荘 266-2614 鈴木 德義  

・事業所の窓口の他に社協本部でも受付を行っております。 

請求に関すること    

 介護サービス課経営戦略担当（ふれあい福祉センター内） 225-0083 宮尾 大輔  

その他全般    

 介護サービス課 （ふれあい福祉センター内） 225-0083 足立 幸子  

 

◆ 他の苦情窓口 

 長野市役所保健福祉部介護保険課  電話 ２２４－７８７１ 

 長野県国民健康保険団体連合会  電話  ２３８－１５８０ 
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令和  年  月  日 

 

本書面に基づきサービス利用に係る重要事項の説明を行いました。 

 

  説明をした者 

事業所名  

職 名  氏 名  

 

 

私は、上記説明者より本書面に基づきサービス利用に係る重要事項の説明を受け、サービス提供に同意

しました。 

        被保険者番号                 

氏 名                    

       氏 名                    

       氏 名                    

 

本書２通を作成し、利用者及び社協が各１通を保有するものとします。 

※社協は電磁的記録による保有とする場合があります。 

 

 

 

 


